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大学共同利用機関法人人間文化研究機構特別研究員就業規則 

 

令和６年３月２５日 

規 程 第 １ ６ ９ 号 

 

  （目的） 

第１条 この規則は、独立行政法人日本学術振興会（以下「日本学術振興会」という。）

が実施する「研究環境向上のための若手研究者雇用支援事業」（以下「雇用支援事業」

という。）により、大学共同利用機関法人人間文化研究機構（以下「機構」という。）の

研究教育職員が受入研究者となって機構に雇用される特別研究員－PD、特別研究員－

RPD及び特別研究員－CPD（国際競争力強化研究員）（以下総称して「機構特別研究員」

という。）について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

  （職名及び職務） 

第２条 機構特別研究員の職名は、日本学術振興会が実施する雇用支援事業の「採用区

分」に応じて次の各号に掲げるとおりとする。 

一 特別研究員(PD) 

二 特別研究員(RPD) 

三 特別研究員(CPD) 

２ 機構特別研究員は、受入研究者の指示の下、次条に定める選考において決定した特別

研究課題に関する職務に従事する。 

 

  （選考及び雇用） 

第３条 機構特別研究員の選考は、日本学術振興会が行う雇用支援事業における「特別研

究員」としての採用決定（資格の付与）によるものとし、雇用は機構本部及び各機関

（以下「各機関等」という。）の所定の会議等の議を経て決定するものとする。 

 

  （契約期間） 

第４条 機構特別研究員の契約期間は、一事業年度（４月１日から翌年３月３１日まで。

以下同じ。）の範囲内の期間とする。 

２ 契約期間は、日本学術振興会特別研究員としての資格があることを要件として、これ

を更新できるものとする。ただし、日本学術振興会特別研究員として決定した期間（本

条第３項の規定により契約期間を延長した場合はその期間を含む。）又は決定した期間

を変更した場合は変更後の期間を限度とし、２以上の期間（機構における有期雇用職員

としての雇用契約期間）を通算して、１０年を超えることができないものとする。 

３ 機構は、機構特別研究員が、次に掲げる事由により休業等を取得等するとともに、雇

用支援事業における「本人・配偶者等の出産、育児、家族の介護及び本人の傷病による
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採用中断」（以下「中断」という。）を希望し承認された場合に限り、当該期間を上限と

して契約期間を延長することができるものとする。 

一 大学共同利用機関法人人間文化研究機構職員の育児休業等に関する規程（規程第３

３号平成１６年４月１日）（以下「育児休業等規程」という。）第４条及び第４条の２

により育児休業をした期間  

二 大学共同利用機関法人人間文化研究機構職員の介護休業等に関する規程（規程第３

４号平成１６年４月１日）（以下「介護休業等規程」という。）により介護休業をした

期間  

三 大学共同利用機関法人人間文化研究機構職員就業規則（平成１６年４月１日規程第

１６号）（以下「職員就業規則」という。）第１９条第１項第１号（労働者災害補償

保険法(昭和２２年法律第５０号)第７条第１項第１号に規定する業務災害（以下「業

務災害」という。)又は同項第２号に規定する通勤災害(以下「通勤災害」という。)

に該当する場合に限る）により休職した期間 

四 大学共同利用機関法人人間文化研究機構職員の勤務時間及び休暇等に関する規程

(平成１６年４月１日規程第３２号）（以下「勤務時間規程」という。）第２０条

（業務災害又は通勤災害に該当する場合に限る）及び第２１条第２項第５号の２から

第１２号まで（第８号を除く）に定める休暇を取得した期間  

４ 前項に定めるもののほか、この規則における２以上の期間を通算した契約期間の取扱

いは法令等に定めるところによる。 

５ 本条第１項から前項までの規定に関わらず、機構特別研究員が日本学術振興会特別研

究員の資格を喪失した場合は、機構を退職するものとする。 

 

  （勤務時間及び休暇等） 

第５条 機構特別研究員の勤務時間及び休暇等に関する事項は、大学共同利用機関法人人

間文化研究機構職員の勤務時間及び休暇等に関する規程（平成１６年４月１日規程第３

２号）による。 

２ 機構特別研究員の育児休業及びに介護休業に関する事項は、それぞれ別に定める大学

共同利用機関法人人間文化研究機構職員の育児休業等に関する規程（規程第３３号平成

１６年４月１日）及び大学共同利用機関法人人間文化研究機構職員の介護休業等に関す

る規程（規程第３４号平成１６年４月１日）による。 

 

  （給与） 

第６条 機構特別研究員の給与は、基本年俸とする。 

２ 機構特別研究員の基本年俸は、日本学術振興会特別研究員として決定された採用区分

（PD、RPD、CPD）に応じて、日本学術振興会の「フェローシップ型特別研究員」に支給

される研究奨励金の月額に１２を乗じた額とする。ただし、研究奨励金の改定等が行わ

れた場合には、雇用契約期間内においても基本年俸を減額する場合がある。 

３ 基本年俸はその１２分の１の額を基本給として毎月支給する。 
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４ 基本給は、この規則に定めるほか、職員給与規程（平成１６年規程第２１号。以下

「給与規程」という。）第２条、第４条、第２７条、第２９条から第３８条までの規定

を準用し、支払う。 

５ 第１項のほか超過勤務手当、休日給及び夜勤手当について、給与規程第１７条から第

２０条までの規定をそれぞれ準用して支給する。この場合において、第２０条中「本給

の月額並びにこれに対する地域手当、広域異動手当及び管理職手当の月額の合計額」と

あるのは「基本給の額」と読替える。 

 

  （退職手当） 

第７条 機構特別研究員には退職手当を支給しない。 

 

  （機構特別研究員の就業に関する特例） 

第８条 この章に定めるもののほか、機構特別研究員の就業に関する事項については、職

員就業規則（第２条（適用範囲）、第３条（職員の種類）、第７条（研究教育職員の特

例）、第１０条第１項第１号（提出書類）、第１３条（昇任）、第１４条（降任）、第１６

条（配置換）、第１７条（併任）、第１９条第１項第４号から第９号まで、第２０条第１

項第２号（定年退職）、第３２条（給与）、第３３条（退職手当）及び第４６条（無期労

働契約転換職員に対する本規則の適用）を除く。）を準用する。 

 

（無期労働契約転換職員に対する本規則の適用） 

第９条 労働契約法（平成１９年法律第１２８号）第１８条及び労働契約法の特例（研究

開発強化法第１５条の２及び大学の教員等の任期に関する法律（平成９年法律第８２

号）第７条）の規定に基づき、期間の定めのない労働契約（以下「無期労働契約」とい

う。）へ転換した者（以下「無期労働契約転換職員」という。）で、無期労働契約へ転換

した直前に本規則が適用されていた者については、本規則（有期労働契約を前提とする

規定を除く。）を適用する。 

２ 前項に定めるもののほか、無期労働契約転換職員の労働条件について必要な事項は、

機構長が別に定める。 

 

  （実施に関し必要な事項） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、機構長が別に定めることができ

る。また、各機関の長が、機構長の承認を得て別に定めることができる。 

 

 

  附 則 

  （施行日） 

第１条 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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  （経過措置） 

第２条 雇用支援事業に登録申請をし、「雇用制度導入機関」として登録された機関にお

いて、登録年度の前年度から継続して受け入れている日本学術振興会特別研究員の雇用

については、当該機関において定めることとする。ただし、本規則の規定により雇用す

る機構特別研究員の契約期間には、日本学術振興会から研究奨励金を受け取る者（フェ

ローシップ型特別研究員）として採用された期間を含まないものとする。 

２ 前項の規定により雇用する者のうち、日本学術振興会から中断期間を承認された者の

雇用日は、当該中断期間の終了日の翌日以降とする。 

３ 令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に、機構の研究教育職員を受入研

究者として、日本学術振興会特別研究員の資格を有した者のうち、機構特別研究員とし

ての雇用を希望しない者は、人間文化研究機構外来研究員規程に定める外来研究員とし

て受け入れるものとする。 

 

 


